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で
み
る
横
浜
の
現
状

横
浜
市
の
市
内
総
生
産（
名
目
）は
、14
兆
７
６
３
０
億
円（
２
０
２
２

（
令
和
４
）年
度
）で
、県
内
総
生
産（
35
兆
１
５
９
４
億
円
）の
約
４
割
、

国
内
総
生
産（
５
６
６
兆
４
８
９
７
億
円
）の
２
・
６
％
に
あ
た
る
経
済

規
模
と
な
って
い
ま
す
。こ
の
市
内
経
済
の
状
況
を
産
業
の
面
と
、労
働
、

家
計・消
費
の
面
か
ら
概
観
し
ま
す
。

■
事
業
所
数
は
全
国
４
位
、従
業
者
数
は
全
国
３
位

市
内
の
民
間
事
業
所
数
は
11
万
６
４
７
９
事
業
所
で
、全
国
の
市
区

町
村
中
、東
京
都
区
部
、大
阪
市
、名
古
屋
市
に
次
ぐ
第
４
位
の
規
模
と

な
って
い
ま
す
。ま
た
、民
間
事
業
所
の
従
業
者
数
は
約
１
５
３
万
人
で
、

東
京
都
区
部
、大
阪
市
に
次
ぐ
第
３
位
で
す
。産
業
別
で
は
、「
卸
売
業
、

小
売
業
」が
市
内
事
業
所
の
21
・
５
％
、従
業
者
の
19
・
４
％
を
占
め
て

お
り
、全
国
同
様
に
最
も
多
い
産
業
と
な
って
い
ま
す（
図
１
）。

２
０
１
６（
平
成
28
）年
と
２
０
２
１（
令
和
３
）年
調
査（
経
済
セ
ン
サ

ス
）を
比
較
す
る
と
、「
医
療
、福
祉
」「
学
術
研
究
、専
門
・
技
術
サ
ー
ビ

ス
業
」は
事
業
所
、従
業
者
数
と
も
に
大
き
く
増
加
し
て
い
ま
す
。そ
の

ほ
か
、「
建
設
業
」「
不
動
産
業
、物
品
賃
貸
業
」「
教
育
、学
習
支
援
業
」

で
は
事
業
所
数
、従
業
者
数
と
も
に
増
加
、「
卸
売
業
、小
売
業
」で
は

事
業
所
数
は
減
少
す
る
一
方
、従
業
者
数
は
増
加
し
て
い
ま
す
。ま
た
、

「
宿
泊
業
、飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
」は
事
業
所
数
、従
業
者
数
と
も
に
大
き

く
減
少
し
て
い
ま
す
。そ
の
ほ
か
、「
製
造
業
」、「
運
輸
業
、郵
便
業
」「
生

活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、娯
楽
業
」（
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
や
旅
行
、娯
楽
施
設
な

ど
）、な
ど
で
は
事
業
所
数
、従
業
者
数
と
も
減
少
し
て
お
り
、産
業
に
よ

り
差
が
見
ら
れ
ま
す（
図
２
）。

産
業
構
造
と
景
況

■
横
浜
港
の
コ
ン
テ
ナ
取
扱
個
数
は
国
内
第
２
位

横
浜
港
の
総
貨
物
量（
２
０
２
３（
令
和
５
）年
）は
約
１
億
97
万
ト

ン
で
、海
外
と
の
輸
出
・
輸
入
量
は
約
７
１
４
３
万
ト
ン
、国
内
港
湾

と
の
間
の
移
出
・
移
入
は
約
２
９
５
４
万
ト
ン
で
し
た
。輸
入
・
輸
出

は
前
年
か
ら
５
・
８
％
減
と
な
り
、総
取
扱
貨
物
量
も
４
・
９
％
の

減
少
と
な
り
ま
し
た
。主
な
貨
物
の
品
種
は
、輸
出
は「
完
成
自
動
車
」

（
37
・
８
％
）が
最
も
多
く
、次
い
で「
自
動
車
部
品
」（
14
・
２
％
）、輸

入
で
は「
Ｌ
Ｎ
Ｇ（
液
化
天
然
ガ
ス
）」（
14
・
４
％
）が
最
も
多
く
、「
原

油
」（
11
・
６
％
）が
こ
れ
に
続
い
て
い
ま
す
。国
別
で
は
、中
国
が
輸
出

（
14
・
２
％
）・
輸
入（
21
・
３
％
）と
も
に
最
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、国
内
の
主
要
な
５
つ
の
港
湾
の
中
で
コ
ン
テ
ナ
取
扱
個
数
が
最
も

多
い
の
は
東
京
港
で
、横
浜
港
は
第
２
位
と
な
って
い
ま
す
。

市
内
の
景
況
に
つ
い
て
、市
内
企
業
等
が
自
社
の
業
況
を「
良
い
」と

回
答
し
た
割
合
か
ら「
悪
い
」と
回
答
し
た
割
合
を
引
い
た
指
数（
Ｂ
Ｓ

Ｉ
）の
過
去
12
年
間
の
推
移
を
み
て
み
る
と
、自
社
業
況
判
断（
全
規
模
）

は
２
０
１
３（
平
成
25
）年
か
ら
２
０
１
８（
平
成
30
）年
ま
で
は
上
昇
傾

向
に
あ
り
ま
し
た
が
、２
０
２
０（
令
和
２
）年
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
る
最
初
の
緊
急
事
態
宣
言
下
で
実
施
し
た
４-

６
月
期
調

査
で
は
、マ
イ
ナ
ス
64
ま
で
急
落
し
、過
去
最
大
級
の
落
ち
込
み
と
な
り

ま
し
た
。会
社
規
模
別
で
は
、中
小
企
業
は
ほ
と
ん
ど
の
期
間
マ
イ
ナ
ス

で
推
移
し
て
い
る
一
方
、大
企
業
で
は
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
四
半
期
も
あ
り

ま
し
た
。長
期
的
に
見
れ
ば
、い
ず
れ
も
２
０
２
０（
令
和
２
）年
に
大
き

く
落
ち
込
ん
だ
以
降
は
ほ
ぼ
マ
イ
ナ
ス
で
は
あ
り
ま
す
が
、改
善
傾
向
が

見
ら
れ
ま
す（
図
３
）。

景
況
判
断
は
マ
イ
ナ
ス
が
続
く
も
、

雇
用
環
境
に
は
改
善
傾
向
が
み
ら
れ
る

民間事業所の産業別事業所・従業者の割合［全国・横浜市］
令和３年経済センサス-活動調査（総務省・経済産業省）

図1
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横
浜
市
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
１
９
９
９
年
代
～
２
０
０
２
年

に
は
仕
事
を
探
し
て
い
る
人
１
人
に
対
し
て
求
人
が
１
件
に
満
た
な

い
状
況
で
、
全
国
と
比
べ
て
も
低
く
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、
そ
の
後

全
国
を
上
回
る
勢
い
で
上
昇
し
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
一
時
期

減
少
し
た
も
の
の
、
２
０
１
０
（
平
成
22
）
年
に
増
加
に
転
じ
た
以

降
は
上
昇
が
続
き
、
２
０
１
８
（
平
成
30
）
年
に
は
１
・
48
と
な
り

ま
し
た
。
そ
の
後
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
に

伴
い
、
２
０
２
１
（
令
和
３
）
年
に
は
１
を
切
り
ま
し
た
が
、
そ
の

後
回
復
し
て
い
ま
す
（
図
４
）
。

■
通
勤
や
通
学
に
よ
る
市
外
へ
の
流
出
が
多
い

横
浜
市
に
住
ん
で
い
る
人
（
夜
間
人
口
）
と
、
通
勤
や
通
学
に

よ
っ
て
流
入
・
流
出
し
た
人
を
差
し
引
い
た
人
口
（
昼
間
人
口
）
と

の
比
率
（
昼
夜
間
人
口
比
率
）
は
２
０
２
０
（
令
和
２
）
年
に
は

91
・
１
と
１
０
０
を
下
回
っ
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
で
市
外
に
流
出

し
て
い
る
人
数
が
、
市
外
か
ら
横
浜
市
に
通
勤
・
通
学
し
て
い
る
人

数
を
上
回
っ
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。
横
浜
市
内
で
働
い
て
い
る

人
の
居
住
地
を
見
る
と
、
70
・
５
％
は
市
内
居
住
者
で
、
市
外
居
住

者
は
最
も
多
い
川
崎
市
で
も
４
・
９
％
、
東
京
都
区
部
が
３
・
８
％

で
す
。

東
京
都
区
部
や
大
阪
市
な
ど
で
は
昼
夜
間
人
口
比
率
が
１
３
０

を
超
え
て
い
ま
す
。
横
浜
市
は
前
回
と
比
べ
０
・
６
ポ
イ
ン
ト
上
昇

す
る
な
ど
、
近
年
は
上
昇
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

区
別
に
見
る
と
、
西
区
（
２
１
０
・
４
）
、
中
区
（
１
６
８
・
７
）

で
は
１
０
０
を
超
え
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
地
域
は
市
内
で
も
仕
事
な

ど
で
人
が
集
ま
っ
て
く
る
地
域
だ
と
言
え
ま
す
。 

■
外
国
人
市
民
の
労
働
力
は
市
全
体
の
1
・
95
％

外
国
人
市
民
の
増
加
に
伴
い
、
外
国
人
の
就
業
者
数
も
増
え
て

い
ま
す
。
２
０
２
０
（
令
和
２
）
年
に
は
横
浜
市
の
労
働
力
人
口
の

う
ち
外
国
人
が
１
・
95
％
を
占
め
（
全
国
：
１
・
94
％
）
、
２
０
１

５
（
平
成
27
）
年
か
ら
約
７
千
人
増
加
し
、
３
万
４
千
人
を
超
え
て

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
収
入
を
伴
う
仕
事
を
少
し
で
も
し
た
就
業
者

は
３
万
２
４
０
５
人
で
、
国
籍
別
に
見
る
と
中
国
は
２
０
１
５
（
平

成
27
）
年
に
比
べ
約
３
千
人
増
加
し
１
万
２
６
７
３
人
で
最
も
多
く
、

市
内
の
外
国
人
就
業
者
の
39
・
１
％
を
占
め
て
い
ま
す
（
図
５
）
。

次
に
多
か
っ
た
韓
国
、
朝
鮮
は
約
２
０
０
人
減
少
し
４
７
２
７
人
で

し
た
。
ま
た
性
別
に
見
る
と
、
男
性
は
「
製
造
業
」
（
16
・
１
％
）

働
く
場
と
し
て
の
横
浜

「
情
報
通
信
業
」
（
15
・
３
％
）
「
建
設
業
」
（
15
・
２
%
）
の
順

で
、
女
性
は
「
卸
売
業
・ 

小
売
業
」
（
17
・
８
％
）
「
製
造
業
」

（
16
・
０
％
）
「
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
」
（
15
・
４
％
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

(従業者数) (事業所数)
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融
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業

不
動
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物
品
賃
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業
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術
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専
門
・

　技
術
サ
ー
ビ
ス
業 宿

泊
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飲
食
サ
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ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
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ビ
ス
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、
娯
楽
業
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習
支
援
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福
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サ
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サ
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（
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図2

市内企業の自社業況BSIの推移
横浜市景況・経営動向調査（横浜市経済局）

図3
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和
６
）
年
は
61
・
５
％
で
、
２
０
１
７
（
平
成
29
）
年
か
ら
減
少
し

続
け
て
い
る
一
方
、
平
均
貯
蓄
率
は
、
２
０
２
４
（
令
和
６
）
年
は

35
・
４
％
で
、
２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
か
ら
増
加
傾
向
に
あ
り
ま

す
（
図
６
）
。

■
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
通
信
販
売
で
衣
料
品
等
を

　
購
入
す
る
人
が
増
加

令
和
５
年
度
商
店
街
実
態
調
査
・
消
費
者
購
買
行
動
意
識
調
査

（
横
浜
市
経
済
局
）
に
よ
る
と
、
住
ま
い
の
近
く
に
商
店
街
が
「
あ

る
」
と
答
え
た
割
合
は
約
39
％
。
「
な
い
」
と
答
え
た
割
合
は
約

56
％
で
、
平
成
30
年
度
以
降
の
５
年
間
で
「
な
い
」
と
答
え
た
割
合

が
５
・
５
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
お
り
、
商
店
街
で
買
い
物
で
き
る
環

境
が
減
少
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
品
目
別
に
購
入
先

を
見
る
と
、
生
鮮
食
料
品
は
ス
ー
パ
ー
、
医
薬
品
・
化
粧
品
は
ド

ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
、
家
電
製
品
は
大
型
量
販
店
・
総
合
ス
ー
パ
ー
が
多

く
、
衣
料
品
や
書
籍
・
文
具
で
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
通
信
販

売
で
購
入
す
る
人
が
約
２
割
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

■
可
処
分
所
得
に
占
め
る
消
費
支
出
割
合
は
減
少
傾
向

過
去
10
年
間
の
世
帯
の
家
計
の
状
況
を
見
る
と
、
税
金
な
ど
を

除
い
た
可
処
分
所
得
は
、
２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
に
は
、
１
世
帯

当
た
り
年
平
均
で
月
40
万
円
ほ
ど
で
し
た
が
、
近
年
増
加
傾
向
に
あ

り
、
２
０
２
４
（
令
和
６
）
年
に
は
約
56
万
円
ま
で
増
加
し
て
い
ま

す
。
消
費
支
出
の
可
処
分
所
得
に
占
め
る
割
合
は
、
２
０
２
４
（
令

市
民
の
家
計
と
消
費

横浜市 神奈川県 全国
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